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家庭に不安を抱える子ども
（外国籍の子どもを含む）の支援について

～コロナ禍の状況～

令和２年１０月９日
令和２年度第１回総合教育会議資料



家庭に不安を抱える子どもに対する支援について

概 要

少子高齢化や地域のつながりの減少による地域の教育力の低下や、貧困といった福祉的な課題の増
加などを背景に、学校が抱える課題が複雑化・多様化する中、学校だけではなく、社会全体で子ども
の育ちを支えていくことが求められている。

また、児童生徒の問題行動や不登校の背景には、児童生徒の心の問題とともに、家庭、友人関係、
地域、学校など児童生徒が置かれている環境の問題がある。その環境の問題は、複雑に絡み合い、特
に、学校だけでは問題の解決が困難なケースも多く、積極的に関係機関等と連携した対応が求められ
ている。

本市においては、学校生活に不安を抱き、無気力になってしまい、より良い人間関係を結ぶことが
出来なくなっている児童生徒の多くは、その背景に家庭生活での不安や不満を抱えているケースが多
い。

特に、コロナ禍において、家庭で過ごす時間が増えている現状を踏まえれば、家庭内の問題を抱え
る児童生徒への支援の充実は喫緊の課題であると捉えている。
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家庭に不安を抱える子どもの現状と課題

１ 本市の中学校における家庭に不安を抱える生徒の状況（令和２年８月末現在）

中学校において家庭に不安を抱える生徒数は、全体で約４％となっている。

その主な理由は、親の放任・ネグレクト及び保護者との関係がともに多く、次いで、家族の不仲、

離婚となっている。

また、その内の半数近くの生徒が、学校に対して不適応を示している。
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２ 相談・受付状況（令和２年４月～８月）

表１ 子育て支援課で家庭に不安を抱える子どもに関する相談を受けた状況については、全体で６３件

である。このうち小学生に関する相談は１５件（１０件）、中学生に関する相談は１１件（６件）となって

いる。

また、相談経路については、保育園や学校、保健センター等の関係機関が最多の２８件で、次いで児童

相談所１２件、警察１１件となっている。
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表１ 相談・受付件数（新規）

※（ ）内は前年の件数

件数 未就学 小学生 中学生 高校生

４月
10件
（6）

5人
（2）

2人
（3）

2人
（0）

1人
（1）

5月
11件
（8）

6人
（5）

4人
（0）

1人
（2）

0人
（1）

6月
12件
（8）

6人
（3）

2人
（2）

4人
（3）

0人
（0）

7月
17件

（16）
11人

（11）
4人

（3）
1人

（0）
1人

（2）

8月
13件

（10）
7人

（6）
3人

（2）
3人

（1）
0人

（1）

合計
63件

（48）
35人

（27）
15人

（10）
11人
（6）

2人
（5）



３ 児童虐待の状況（令和２年４月～８月）

表２ 児童虐待の状況は、全体で１９件であり、前年同期と比較すると２倍以上となっている。

中でも、今年は、面前ＤＶといわれる心理的虐待が顕著となっている。

※ 面前ＤＶ・・・子どもの目の前で配偶者や家族に対して暴力をふるったり、暴言を吐いたりする行為
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表２ 児童虐待件数（新規）

※（ ）内は前年の件数

件数
心理的
虐待

身体的
虐待

育児
放棄

４月
3件

（1）
2人
（0）

0人
（1）

1人
（0）

５月
6件

（2）
3人うち面前DV１
（1）

2人
（0）

1人
（1）

６月
5件

（2）
3人うち面前DV１
（0）

2人
（1）

0人
（1）

７月
1件

（2）
1人うち面前DV１
（0）

0人
（1）

0人
（1）

８月
4件

（1）
3人うち面前DV２
（0）

0人
（1）

1人
（0）

合計
19件
(8)
12人うち面前DV５
（1）

4人
(4)

3人
(3)



４ 主な取組内容（子育て支援課）

（１）相談・支援体制

ア 家庭児童相談員（平成３１年４月から１名増員し２名配置）

児童相談所や警察と連携し児童虐待に対応するとともに、保育園や学校等の関係機関や学校教育

課や教育センター等の関係課と連携を密にし、要支援児童等の心身の健康状態やその家庭の現状把

握を行う。

臨時休校中においては、電話やメールのほか、担任教諭や保健師等と協力し、随時訪問し、現状

把握や悩み相談・支援を行った。

イ 母子・父子自立支援員（平成３０年４月から１名増員し２名配置）

ひとり親家庭（ＤＶ被害者）に対して、警察や女性相談センター等の関係機関や家庭児童相談員

と連携し、現状把握の他、各種行政手続きや離婚相談、住まいの確保などの支援を行う。

ウ 子どもの悩み総合相談室（射水市子ども子育て総合支援センター内、４名配置）

教員ＯＢ等を配置し、子どもや保護者等からの学校生活や家庭、子育て等に関する不安や悩み事

に関する相談を受け、ケースによっては家庭児童相談員等へ情報提供し、学校等の関係機関へつな

ぎ、支援を行う。
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本市における不登校児童生徒数の推移
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

小学校 ２９人 １７人 １８人 ３２人 ３２人

中学校 ５０人 ６０人 ６１人 ６３人 ８２人

年間３０日以上欠席した児童生徒のうち、病気や経済的な理由の者を除いた人数の推移

（各年度 射水市教育に関する事務の点検・評価報告書より）

小学校 中学校

「学校における人間関係」に課題を抱えている ５人 １１人

「あそび・非行」の傾向がある ０人 １人

「無気力」の傾向がある ７人 ２２人

「不安」の傾向がある １７人 ４０人

「その他」 ３人 ８人

合 計 ３２人 ８２人

不登校の要因（令和元年度概算値）

（令和元年度分射水市教育に関する事務の点検・評価報告書より）

「不登校」：平成30 年度調査で集計区分に変更があり、「不登校とその他の要因の複合による長期欠席」を「その他」とせず、「不登校」あるいは「その他の要
因」のいずれかで区分していることから「不登校」の計上人数は増加している。

６２人
（76%）



参考資料

子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第15次報告）【令和元年８月１日】

【特集】転居

第５次報告から第14次報告までの虐待死亡事例の中で、心中以外の虐待死亡事例のうち０か月以外の事
例３８１人の転居経験を確認したところ、「転居経験あり」が１５０人（39.4％）、「転居経験なし」が
１５５人（40.7％）で、「転居あり」が約４割を占めていた。

④地域社会との接触

地域社会との接触について、「転居経験あり」では「ほとんど無い」が５８人（38.7％）と最も多かっ
た。「転居経験なし」では「ほとんど無い」が３０人（19.4％）であった。次いで「乏しい」が「転居経
験あり」３６人（24.0％）、「転居経験なし」では３６人（23.2％）であった。

○表４－２－４ 地域社会との接触（人数割合が多かったものを主に掲載）

【社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会「子ども虐待による死亡事例等の検証結果
等について 第１５次報告 （令和元年８月）】
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転居経験あり（１５０人を全体とした構成） 転居経験なし（１５５人を全体とした構成）

ほとんど無い 乏しい ほとんど無い 乏しい

５８人（38.7％） ３６人（24.0％） ３０人（１９.４％） ３６人（23.2％）



家庭に不安を抱える中学生の現状と課題

まとめ

本市における中学生の不登校生徒数は、年々増加傾向にあり、不登校の主な要因は、「無気力」、「不
安」が全体の約７６％を占めている。学校生活に不安を抱き、無気力になってしまい、より良い人間関係
が構築出来なくなっている児童生徒の多くは、その背景に家庭生活での不安や不満を抱えているケースが
多い。

中学校において把握している「家庭に不安を抱えている生徒数」を調査したところ、家庭に不安を抱え
る生徒数は、全体で約４％であった。その内の半数近くの生徒が、学校に対して不適応を示している。

不適応の生徒の中には、不登校となるケースが多い。

また、子育て支援課で小・中学生に関する相談を受け付けた件数は２６件で、前年同期間と比較する
と１０件増えている。

○ 中学生の家庭に問題を抱えるケースでは、親の放任・ネグレクト及び保護者との関係がともに多いこ

とから、家庭も含めて地域での子どもの居場所づくりが必要である。

○ 家庭に問題を抱える生徒の中には、現在は学校に適応しているが、今後、不適応に変わることも予想

されることから、この生徒に対する継続的な支援やかかわりが重要である。

○ 家庭に問題を抱える生徒の中には、外国籍の生徒も含まれていることから、外国籍の子どもに対する

地域での居場所づくりや日本語指導が必要である。
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本市における主な支援

○相談体制

児童生徒、保護者や教職員の悩み、不安等の心の問題を改善、解決するため、スクールカウンセラー（県費９
人、市費１人）、スクールソーシャルワーカー（県費６人、市費９人）、心のサポーター（県費２人）、子ども
と親の心の相談員（県費１人）を配置している。

○適応指導教室、ＩＣＴ活用学級復帰支援協働事業

適応指導教室では、不登校児童生徒が通学しやすい環境を整えるとともに、抱えている心理的な問題等の軽減
を図りながら、自立する力やよりよい人間関係づくりができるための支援を行っている。

ＩＣＴ活用学級復帰支援協働事業では、教室で行われている授業をネットワークカメラ、大型テレビモニター
及びタブレットＰＣ等を活用し、相談室等の別室へリアルタイム中継し個別指導を行っている。

○マイサポーター

児童生徒が自ら希望する担任以外のマイサポーター（教職員）を指名し、いつでも気軽に相談できる制度を全
小中学校に導入し、安心して過ごせる環境づくりに取り組んでいる。

○気がかりポスト

各学校において、生徒指導主事や教務主任等を気がかりポストに位置付け、日常的な情報共有を行い、 全教職
員がワンチームとして問題の未然防止や解決につなげる校内体制の強化に取り組んでいる。
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○外国籍の児童生徒等に対する日本語指導の充実のための教員配置

学級数等から算定されるいわゆる基礎定数とは別に、外国籍の児童生徒の日本語指導行う教員（加配教員）を
小学校６校、中学校２校に配置し、別室で少人数による個別指導を行うなど、児童生徒の実態に応じて日本語指
導を行っている。

○外国人相談員の配置

母語を話せる外国人相談員（県費９人、市費３人）を、小学校１１校、中学校５校、計１６の小中学校に配置
し、単に通訳としてだけでなく、児童生徒の学習補助や保護者からの様々な相談に対応している。

○言語翻訳機の導入

市内小・中学校に言語翻訳機器（２１台）を導入し、外国人児童生徒及びその保護者との意思疎通に活用して
いる。
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＜学校生活の充実＞

○不登校を生まない学校風土の醸成

・学び合う集団づくり支援事業

○不登校傾向の早期発見早期対応

・マイサポーター制の導入

・気がかりポストを校務分掌に位置づけ

・日記、作文、アンケート、日常観察

・欠席状況の把握

○教職員の資質・組織力の向上

・わかる・できる授業実践研修

・人間関係づくりスキルアップ研修

○安心できる居場所づくり

・ICT(タブレットPC)による学習環境整備

○チーム対応の充実
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＜相談体制の充実＞

○相談員の配置

・スクールカウンセラー

・スクールソーシャルワーカー

○個別ケース会議の開催（月１回）

○関係機関との連携

・県総合教育センター

・西部教育事務所 他

＜医療分野との連携＞

○教育アドバイザー（発達相談）

の配置

＜関連部局との連携強化＞

○市生徒指導協議会（「不登校」の要件の再確認と明確化、共通理解）

○子育て支援課、○社会福祉課、○市長部局（重大事態の報告、調査組織
の設置）

＜適応指導教室での支援＞

○教育センター適応指導教室

本市における不登校（傾向）児童生徒に対する支援体制

＜教員の授業力向上＞

・学力不振悩み解消のための授業力向上射水市トライアル三点セット

＜親の笑顔と安心できる居場所づくり＞

・あったか家族の愛言葉普及啓発のためのプロジェクト「家族一緒に 食
事・おしゃべり・お手伝い」



＜いじめを生じさせない学校の環境づくり＞

○Ｑ－Ｕ調査（学級診断調査）をモデル校で実施し、教育ア

ドバイザーによる学級経営の指導・支援を行うことにより、

いじめを生じさせない環境を醸成する、豊かな人間関係づ

くり支援事業の実施
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本市におけるいじめの防止に関する取組

＜いじめの端緒の早期発見と早期対応＞

○児童生徒のさまざまな相談に担任以外の教員が応じるマイ

サポーター制度の導入

○小児科医を教育アドバイザーとして委嘱し、医療面におけ

る専門的助言や指導を得られる体制を整備

○県が配置するスクールカウンセラーに加え、市単独でも配

置し、きめ細やかな対応を実現＜教員の資質向上＞

○教員の中から指導力などに優れた立場の教員をマイスター

教員として認定し、教員の先導役として若手教員の育成・

指導を実施

○人間関係づくりスキルアップ研修等の実施（※１）

○学級集団づくりに関する校内研修等の実施(※２）

※１、※２ともに豊かな人間関係づくり支援事業として実施（再掲）

＜家庭、地域、学校間の連携＞

○家庭教育環境の向上を図るため、啓発パンフレット、食事、

おしゃべり、お手伝いを作成し、家庭におけるコミュニケ

ーションの活性化を図るとともに、学校、家庭、地域の連

携の強化を図り、児童生徒の健全な発達を支援

○就学時健診に併せて各小学校で家庭教育アドバイザーが保

護者に対する相談支援を行う、子育て井戸端会議の実施
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本市における外国人相談窓口の状況
１ 射水市の支援の現状

射水市では、外国人向けの相談支援として、「ポルトガル語困りごと・生活相談」を市役所１階

ロビーにて定期的に実施している。また、新型コロナウィルス感染症拡大に伴う外国人からの相談

が増加することを想定し試験的に「国際交流員による市役所総合案内での通訳業務」を実施した。

〇ポルトガル語困りごと・生活相談（市役所１階にて） （偶数月の第３月曜日９時から１２時）

【相談件数：令和元年度２１件】

〇国際交流員の総合案内での通訳業務（市役所総合案内にて） （６月上旬の６日間で試験実施９時から１２時）

【相談件数：令和２年度２件】

また、上記相談支援のほかに、外国人児童に家庭に代わる学習の場を提供し、地域と一体となっ

てサポートする「多文化こどもサポートセンター」や、日本語の基本や文化・習慣を学ぶ「ワイワ

イにほんご・たいこうやま」を開催している。

〇多文化こどもサポートセンター（資料１） （実施主体：太閤山地域振興会、毎週土曜日１０時から１２時）

【利用人数：令和元年度１１２人 開講回数４９回 平均２．２人/回】

平成２６年度で放生津センターは、利用者減少のため閉鎖

〇ワイワイにほんごたいこうやま（資料２） （実施主体：太閤山日本語グループ、第２・４土曜日１９時から２０時半）

【利用件数：令和元年度２０４人 開講回数２１回 平均９．７人/回】
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資料１
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資料２
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２ 県の相談窓口

県では、令和元年６月に、（公財）とやま国際センター内に「富山県外国人ワンストップ相談セ

ンター」を設置し、外国人の日常生活等に関する悩みごと、困りごとに対応している。

相談内容については、具体的には、在留資格の変更などの入管手続や、ハローワークでの通訳や

失業手当の相談などの雇用・労働について、また、病気や治療方法の確認や健康保険の内容などの

保険・医療・年金・税金など多岐にわたる相談を多言語で受付けている。

〇富山県外国人ワンストップ相談センター（資料３）

設 置 日：令和元年６月１８日設置

場 所：（公財）とやま国際センター内（インテックビル４階）

受付期間：月～金曜日（祝日を除く）９時から１６時

※令和２年３月２３日より、新型コロナウィルス感染症対策のため、

８時３０分から１７時１５分に延長

対応言語：日本語・英語・中国語・ポルトガル語・韓国語・ロシア語・テルグ語

・ベトナム語（上記以外の言語は、タブレット等を使って対応）

相談方法：対面での対応のほかに、トリオフォン（三者通訳）による通話も可能

【相談件数：１年間１，０５２件（内、射水市在住外国人からの相談３３件）】

※国籍別内訳は不明だが、日本語及びポルトガル語での相談が多い。
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資料３
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【参考】市町村別外国人住民の状況

市町村別にみると、富山市、高岡市、射水市に多く在住しており、この３市で７割を超える。ま

た、国籍別の内訳は各市町村により異なっており、富山市は中国、高岡市はブラジル、射水市は

フィリピン国籍が多いのが特徴である。


